
　「人の役に立ちたい」と思い、医学部に
進学しました。その中でも国際保健や公
衆衛生に関心があり、勉強する中で感染
症と国際保健は切っても切れない関係が
あると感じ、感染症分野に強い興味を持
つようになりました。
　志が具体化したのは、医学部5年次に
大学を1年間休学し、南インドの病院で
4カ月の研修に参加した時です。そこで
は、色々な資源が不足している環境下で
も、若くて優秀な医師たちが新しい知識
や技術の習得に情熱を傾け、必死で学ん
でいました。その姿を見て「専門分野を持
ち、その知識や技術を人に伝え、共同研究
を行うことも立派な国際保健への貢献で
はないか」という考えにたどり着き、研究
の道に進むことを決めました。

　米国立アレルギー･感染症研究所へ
の留学中にコロナ禍によるロック
ダウンが起こり、研究の中断を余
儀なくされました。そんな中、慶
應義塾大学で「新型コロナウイル
ス感染症のホストゲノム研究」を
目的とした研究グループが立ち上
がることになり、メンバーに志願し
ました。
　 コ ロ ナ 制 圧 タ ス ク
フォースは、さまざま

な分野の約500人の研究者、100以上
の大学･研究機関が参加する研究ネット
ワークです。私は、全体のマネジメントを
行う「調整役」を務めています。EDCと呼
ばれる、臨床研究のデータを電子化した
情報システムの構築をはじめ、臨床現場
で取得される患者検体の管理や、研究者・
社会への情報発信、研究者からの質問や
相談などに対応していました。
　コロナ禍では、医療現場の疲弊や研究
者間の情報共有不足により、日本の研究
成果が少ないことが社会的に批判を浴び
ました。これを繰り返さないためには、平
時からパンデミックに耐え得る研究体制
を構築すること、医療従事者にとって研
究参加が負担にならず、支援につながる
仕組みを作ることが必要不可欠です。
　「上から目線」の多施設共同研究ではな
く、患者さん、研究者、医療従事者、そして
社会の「共感」に根差したボトムアップ型
の研究体制を構築すべきだと思います。
さきがけの研究では、公平性と透明性を
担保しつつ、有限な医療資源をいかに効
率よく価値あるものにするか、コロナ制

圧タスクフォースに関わる中で自分
の中で浮かんだ研究アイデアを
実践しています。

　近年は研究者1人だけでなく、多くの
人と協力して成果を出すことが増えてい
ると感じます。そのためにも、学生の頃か
ら自分の専門以外の人とつながる経験が
大切です。海外に出かけ、見聞を広げるこ
とも重要です。さまざまな人たちと対話
や交流を続けることで、度胸と経験を手
に入れてください。
　パンデミックはまた必ずやって来ると
言われています。これに対して、過去の
経験から学び「今の自分に何ができるの
か」を考え、日々努力することを心がけて
います。感染症の研究は、医療・研究を通
じて社会とつながることができ、非常に
楽しくやりがいのあるものです。この記
事を読んでいる方で、将来感染症の分野
に進む方がいたら、ぜひ一緒に研究しま
しょう。

（TEXT：片柳和之）

戦略的創造研究推進事業さきがけ
「パンデミックに対してレジリエントな研究体制構築のための基盤研究」
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パンデミック後、初の海外旅行。家族とかけ
がえのないひとときを過ごすことができま
した。
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豪州のブリス
ベンで開催さ
れた国際会議
で は 、非 結 核
性抗酸菌症に
関する研究の
プレゼンテー
ションに臨み
ました。
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